























療法士 5名、言語聴覚士 1名、B施設は、作業療法士 5名、理学療法士 4名であった。方法：個別的に
半構成的インタビュー調査を行った。場所は対象者の職場か住居近くのプライバシーの守られる静か
な空間にて実施した。インタビュー日時は、2019年 12月から 2020年 2月の間で実施し、一人 1時間
程度であった。インタビューは許可を得て録音し、それを逐語録化し質的データとした。データは、
インタビューガイドに沿ってデータを抽出し、2009年時調査結果の比較検討から考察を行った。倫理
的配慮：本学の倫理委員会の承認（倫理認証番号 19060）、B施設は B施設の倫理委員会の承認を得た
後に実施した。 
３．結果・考察:結果：本稿では、田島（2009）との比較検討のため、作業療法士への調査結果を見て 
みたい。経験年数は 1～18年（平均：10年）、個人対象者の仕事経験は、急性期、回復期、包括ケア病
棟、訪問リハ等であった。「障害受容」の使用状況は、現時点では全員が使用しておらず、「若い時に
使用していた」人は 4名であった。使わない・使わなくなった理由として、「当事者の思いと乖離があ
る」「障害受容が成り立つかわからない」「問題を対象者に帰責させている印象」「受容を強いている自
分に気づいた」「元々使用に違和感や疑問を持っていた」等の回答があった。支援態度については、
「自分はできることをし、次に渡すことを意識するようになった」「その人の思いを言葉にしたい」
「その人らしい生活のデザインを重視したい」「対象者の（機能回復等に対する）思いは絶対に否定し
ない」「意味のある作業に焦点化する」「押しつけを避けたい」等の回答があった。考察：臨床現場に
おいて、結果・貢献から過程・対話を重視し、支援者主導から対象者主導の専門知にパラダイムシフ
トが起こりつつある様相が伺われた。公表予定：『総合リハビリテーション』にて紹介予定である。 
